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ヒット商品を生み出した開発プロジェクトの特質
－研究開発フロー＆ストック・ダイヤグラムと製品特化技術概念の提唱－
齋　藤　冨士郎
Characteristic Features of Successful Product Development Projects
 on the basis of the R&D Flow & Stock Diagram with particular
emphasis of the Product-specific Technology
Fujio Saito
　日本のエレクトロニクス企業におけるヒット商品の開発事例を分析し、開発過程を記述する研究開
発フロー＆ストック・ダイヤグラムを導いた。また分析から以下のことがわかった：１．危機感が開
発プロジェクトを起す主要な動機の１つになっている、２．プロジェクトを実際に始動するには具体
的な意思決定行為が必要である、３．実際に製品発売に至るためには製品化のための意思決定行為が
必要である、４．プロジェクトを成功に導くには製品特化技術が鍵を握っている、５．強い意志の持
ち主がプロジェクト遂行上重要な役割を果たしている。
Cases of successful product development processes in Japanese electronics firms were analyzed and the
R&D Flow & Stock Diagram describing the development processes was derived. The analysis revealed the
followings: 1. The sense of crisis is one of the major motivations to initiate a development project, 2. A
concrete decision action is needed to actually ignite the project, 3. Another concrete decision action is
needed to commercialize the developed result, 4. The product-specific technology is vital for eventual success
of the project, 5. A person possessing strong plays  a key role in the project execution.
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Ⅰ　まえがき
　技術革新プロセスのモデルとしては以前から
線型モデル（1, 3）、ネットワークモデル（1）、スパイ
ラルモデル（1, 2）、結合連鎖モデル（Linked-chain
model）（3）など、種々のモデルが提唱されている
が、それらの中で最も人口に膾炙しているのは
線型モデルとKlineによって提唱された（3）結合
連鎖モデルである。
　線型モデル（図１（ａ））は、Kline（3）によれば、
「新知識の発見に始まり、開発段階を経て、最後
に最終的実用形態として発現する、順序付けら
れた過程」である。線型モデルは、その欠点が
多くの人々によって指摘されているにもかかわ
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らず、その簡便さに故に現在にいたるまで広く
受け入れられてきている。これに対して Kline は
航空機、自動車、石油、発電所、その他の産業
における彼の30年以上のコンサルティングの経
験に基づいて、技術革新連鎖と研究とは互いに
相互作用しながら並行に進むという結合連鎖モ
デルを提唱した（図１（ｂ））（3）。Klineの言うよう
に、線型モデルも結合連鎖モデルも本来は技術
革新過程のモデルであって、企業における研究
開発過程のモデルではない。しかし企業におけ
る研究開発も最終的には技術革新につながるも
のであり、その意味で線形モデルも結合連鎖モ
デルも共に研究開発や科学技術行政の現場や企
業経営のレベルにおいて研究開発過程のモデル
として扱われることも多いし、またそのように
扱うことに大きな問題はない。本論文もそのよ
うな立場をとっている。
　線形モデルは、Klineが指摘するように文献上
で明確に示されたことは無く、現実のデータの
分析から導かれたモデルというよりは単に人々
の経験を簡単に図式化したものに過ぎないと考
えるべきである。ネットワークモデルやスパイ
ラルモデルについても同様のことが言える。結
合連鎖モデルは技術革新過程（あるいは開発過
程）と研究活動とを並列させ、それらは互いに
相互作用しながら平行的に進み、また技術革新
連鎖の各段階は時間的に一方向に線形に進むの
ではなくフィードバックを伴うとした点で優れ
ているが、提唱者のKline自身が「経験に基づい
て」と言っているように、実証的データ分析に
基づいて導かれたというよりは観念の所産に近
く、技術革新連鎖の各段階についての実証的裏
付けに乏しいきらいがある。
　科学研究におけるモデルとは、本来は複雑多
岐な現実の事象を記述し理解するために現実の
事象の本質的な要素を抽出して構成されるもの
である。従って若しモデルに基づいた考察や理
論に現実と合わない点が見出されたならばモデ
ルが修正さるべきである。研究開発モデル、特
に線形モデルの大きな問題点は、それが研究開
発や研究開発行政の現場において、本来の意味
でのモデルとしてよりも「あるべき姿」即ち「当
為」として扱われることが多かったことではな
いかと思われる。即ち、研究開発を進める上で
線形モデルに合わないことに遭遇すると、それ
を線形モデルの不備にではなく研究開発の進め
方に問題があるとみなす傾向があったと思われ
る。これは好ましいことではない。結合連鎖モ
デルは未だ現場でそれほど広くは利用されてい
ないが、それに基づいて研究開発の過程を考察
するための「当為（Sollen）」や「範型（exemplar）」
として扱われるには未だ不十分であると言わざ
るを得ない。それは畢竟モデルの各項目の記述
が実証データに基づくところが少ないためと思
われる。
　本論文の目的はエレクトロニクス企業におけ
る複数の開発事例報告の分析に基づいて、企業
における開発過程の実態を解明することにある。
Ⅱにおいては分析に用いた資料の紹介と分析の
方法を述べ、また分析から導かれた研究開発フ
ロー＆ストック・ダイヤグラムについて説明す
る。ⅢとⅣにおいてはそれぞれ研究開発フロー
(a) 線形モデル 
(b) 結合連鎖モデル (Kline, 1985)
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図１　研究開発の線形モデルと結合連鎖モデル（3）
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＆ストック・ダイヤグラムのフロー領域とス
トック領域について分析から得られた事柄を背
景となる統計的データと共に記述する。またⅤ
ではプロジェクト全体に係わる事柄について述
べる。Ⅵは討論、Ⅶはまとめである。本論文で
「研究開発過程」と言わずに「開発過程」と言う
理由は分析に用いた事例が研究活動よりも開発
活動に重点をおいた報告になっているからであ
る。また「エレクトロニクス企業」と敢えて業
種を限定したのは、同じ研究開発と言っても業
種によってその実態はかなり異なると考えたか
らである。
Ⅱ　研究開発フロー ＆ストック・ダイヤグラム
　著者は以前に、企業の活動は商品を開発・生
産・販売することによって収益を挙げるフロー
活動とそれを可能ならしめるための資源の確
保・供給を行うストック活動からなり、結合連
鎖モデルにおける技術革新連鎖（あるいは開発）
はフロー活動の上に、研究はストック活動の上に
重ねることが出来ることを指摘した（図２）（4）（5）。
この考えを背景に著者は以下に述べる複数の開
発事例の分析から企業における開発活動をより
実態に近いかたちで記述できる研究開発フロー
＆ストック・ダイヤグラムを導いた。
　日経エレクトロニクス誌は過去数年にわたっ
て「開発ストーリ」（2001年７月16日号まで）お
よび「Tech Tales」（2001年７月 30日号以降）と
いう名称の製品開発事例報告を連載してきてい
る。日経エレクトロニクス誌は学術雑誌ではな
く商業誌であるので、報告の記述は学術報告や
調査報告の形式ではなく、読物的な形式である。
しかしその記述は当該開発関係者との緊密なイ
ンタビューに基づいたもので信憑性は高いと考
えてよい。またその内容は単に技術的な事柄の
みならず、関係者の人柄や互いの関係について
も触れており、アンケート調査などからは得ら
れない情報を含んでおり、調査資料としての利
用価値は高いと考えられる。さらに取り上げた
事例も数十件にわたり、事例件数として不足は
無い。但し、そこに取り上げられている事例は
「ヒット商品」に視点を当てたものであって、ど
の企業でも日常的に行われているルーチン的な
開発活動ではない。これは掲載誌の性格や記事
の狙いからみて当然である。しかしそのことが
開発活動の本質の理解に重大な偏向を与えると
は考え難く、むしろそれによって開発活動の本
質をより明確に捉えることができると考えられ
る。このような理由から日経エレクトロニクス
誌の「開発ストーリ」と「Tech Tales」から23例
を選択して基礎資料として分析を行った。表１
は分析に用いた記事の一覧である。
　分析の方法は以下のとおりである。先ず「開
発ストーリ」や「Tech Tales」の各事例について、
記事内容からその事例を特徴的に記述するキー
ワードや短文を抜き出し、関連するものをブ
ロックまとめ、同時にそれらの相互の時間的前
後関係乃至は因果的関係に従って配列する。ま
たそれぞれのブロックについて例えば人物の性
格などのような特徴的な記述は別途コメントと
して付記する。こうすることによって読物記事
フロー 
ストック 
財務， 経理， 人事， 工務 
開発 
研究 
知識 
資源 
経営面 
研究開発面 
営業， 設計， 製造， 販売 
図２　研究開発の２層モデル（4）（5）
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番号 　　　  開　発　課　題 　　　　　企　　　　業 該当記事掲載日経エレクトロニクス誌
１ Li２次電池 ソニーエナージーテック 1995／10／9号～1995／11／6号
２ 有機固体電界コンデンサ 三洋電機 1996／3／11号～1996／5／20号
３ マイクロプロセサ4004 ビジコン－Intel 1997／2／24号～1997／3／24号
４ 高密度実装技術SLC／FCA 日本IBM 1994／4／7号～1997／6／30号
５ SHマイコン 日立製作所 1997／7／14号～1997／9／22号
６ 液晶ビューカム シャープ 1998／2／9号～1998／4／8号
７ WEGAシリーズ ソニー 1998／4／20号～1998／6／29号
８ KINETIC 諏訪精工舎－セイコーエプソン 1998／7／13号～1998／9／21号
９ デジタル・ムーバP201 松下通信 1998／10／5号～1998／11／16号
10 軽量角型Liイオン電池 三洋電機 1998／11／30号～1999／1／25号
11 ViaVoice98 日本IBM 1999／2／8号～1999／5／3号
12 ポケットボード NTTドコモ－シチズン時計 1999／5／17号～1999／6／28号
13 T（タウ）シリーズ 松下電産－松下電子 1999／7／12号～1999／9／20号
14 VAIO　PCG-505 ソニー 1999／10／4号～19999／12／13号
15 69g携帯電話機 京セラ 2000／1／3号～2000／1／31号
16 Colorio　PM-700C セイコーエプソン 2000／2／14号～2000／5／8号
17 AIBO ソニー 2000／5／22号～2000／7／31号
18 FinePix700 富士写真フィルム 2000／8／14号～2000／10／9号
19 「イオン洗浄」洗濯機 日立製作所 2000／10／23号～2000／12／4号
20 「排気が少ない」掃除機 三洋電機 2000／12／18号～2001／1／29号
21 高速メモリ「Rambus仕様DRAM」 Rambus-東芝，NEC 2001／5／7号～2001／7／16号
22 カメラ付き携帯電話機 シャープ 2001／7／30号～2001／9／24号
23 PS2向け光ピックアップ ソニ コーンピュー タエンター テインメント 2001／10／8号～2001／12／3号
表１　調査した開発事例の一覧
では避けられない冗長な記述や主題に関係の無
い記述を除去し、必要な情報のみを取り出した。
このようにして得られたすべての分析結果を総
合することで企業の研究開発活動は、図３に示
したような、製品を生み出すための開発活動に
係わるフロー領域と技術情報や人的資源の供給
など開発を進める上で必要な諸々の資源を確保
する活動に係わるストック領域からなる研究開
発フロー＆ストック・ダイヤグラムを用いてよ
り実態に即したかたちで記述できることがわ
かった。　　　
　図３に示すように、フロー領域は３要素から
なる決定ノード群と３要素からなる実行フェー
ズ群で構成される。
　決定ノード群は動機ノード、開発始動ノード、
製品化決断ノードからなる３つの要素ノードを
含み、それぞれ当該プロジェクトを推進する上
でのキーとなる決定事項や決定行為を記述する。
　実行フェーズ群は開発試作フェーズ、製品特
化開発／量産試作フェーズ、生産／販売フェー
ズからなる３つの要素フェーズを含み、それぞ
れ当該プロジェクトの主要実行段階における活
動内容を記述する。
　ストック領域は、図３に示すように、３種類
の要素ポテンシャル群から構成される。それら
はそれぞれ技術蓄積ポテンシャル、資源ポテン
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図３　研究開発フロー＆ストック・ダイヤグラム
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・量産準備，量産試作 
・量産・販売後に発生した問題の緊急解決 
・量産・販促活動 
・量産時に発生した問題や顧客からのクレームの
開発 
　チームへの迅速フィードバック 
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シャル、顧客ポテンシャルと命名され、当該開
発プロジェクトを可能ならしめ、また成功に導
くための諸々の資源確保に係わる諸事項を記述
している。
　図３に示した矢印はそれぞれの要素ノード、
要素フェーズ、要素ポテンシャルの間の相互関
係を示している。すべての要素が互いに関係し
ており、線形モデルのように一方向的には物事
は進まないことが表されている。この研究開発
フロー＆ストック・ダイヤグラムはモデルとい
うよりは「範型」というべきであって、すべて
の開発事例がこの形式を厳密に満たしているわ
けではない。調査した事例の中には、開発始動
ノードと製品化決断ノード、開発試作フェーズ
と製品特化開発／量産試作フェーズが区別でき
ず、それぞれ１つのノードと１つのフェーズで
表される事例もいくつかあるし、要素ポテン
シャルのどれかを欠いたものもあった。
　以下において分析から得られた事柄を統計的
データと共に、研究開発フロー＆ストック・ダ
イヤグラムの決定ノード群の各要素ノード、実
行フェーズ群の各要素フェーズ、ポテンシャル
群の各要素ポテンシャルのそれぞれと関連付け
て報告する。
Ⅲ　フロー領域
3. １　決定ノード群
3. 1. 1　動機ノード
　如何なるプロジェクトといえども自然発生的
に始まるのではなく、それを起すための何らか
の動機が必要であることを分析結果は示してい
る。これは当然のことであるが、意外に認識さ
れていないと思われる。実際、線形モデルには
この概念は考慮されておらず、研究から開発へ
自動的に事が移るように扱われている。結合連
鎖モデルにおいては「市場発見」という一応動
機に係わるフェーズは考慮されているが、実際
にはプロジェクトを開始する動機は「市場発見」
というような単純な言葉では言い表せないもっ
と切羽詰った動機であることが以下の分析結果
から明らかになった。
　分析に依れば、すべてに事例が当該開発プロ
ジェクトを起すに至った何らかの明確な動機を
持っている。図４はそれらの動機の内容別統計
である。これからわかるように、（１）市場劣勢
挽回／売行き飽和打開、（２）独自技術製品の実
現願望、（３）個人のアイデア／思想の実現願望、
がほぼ同率で分布し、動機全体のほぼ96％を占
めている。特に「市場劣勢挽回／売行き飽和打
開」は非常に強い開発動機となっていることが
記述内容から読み取れた。開発依頼が動機と
なった事例が１例だけあった（事例番号 3）。し
かしこの事例も設立後間もない企業が収入安定
化の方策を求めていたという切実な事情が背後
にあったのであり、単純に依頼に応じたという
ものではない。
　「危機感」が研究者の発案意思を促進する作用
があることは他のアンケート調査の結果でも指
摘されている（11）。
図４　プロジェクトを起すに至った動機
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3. 1. 2　開発始動ノード
　如何に強い切羽詰った動機があっても、それ
だけではプロジェクトは始動せず、そのための
具体的な行為が必要である。分析事例中の20例、
87％が、開発決定、開発指示、提案とその承認、
重要開発テーマに選定、企業トップからの示唆・
指示のようなプロジェクトの始動にいたる何ら
かの具体的行為の存在を記述している。またこ
のような行為が明確に述べられていない事例で
も当事者に対する開発グループへの参加の勧誘
や顧客からの要望といった具体的事象がプロ
ジェクト始動の契機になっている。即ちプロ
ジェクトが実際に動き出すためには、それを始
動するための言わばスイッチをオンする機能が
必要がある。開発始動ノードはこのスイッチ機
能に対応し、動機ノードはこのスイッチをオン
するためのトリガー信号源であると見なすこと
が出来る。更にこの開発始動スイッチがオンさ
れることによって技術蓄積ポテンシャルと実行
フェーズの間の回路がつながり、過去の技術蓄
積がプロジェクトの実行に向けて流れ込むこと
を可能にする。この意味で開発始動ノードはプ
ロジェクト全体の流れの中で最も重要な位置を
占めると考えられる。
　またプロジェクト遂行に際して実質的なリー
ダーシップをとる人物、乃至はキーとなる役割
を果たす人物が明らかになってくるのも多くの
場合開発始動ノードにおいてである。
　　
3. 1. 2　製品化決断ノード
　開発プロジェクトが始動しても、それを製品
発売に至らせるためには更に一層の推進力が必
要である。何故ならば製品化を実現するために
はそれまで以上に人、物、金を投入しなければ
ならず、同時に製品化を実現する過程で直面す
るあらゆる技術課題（後述の製品特化技術課題）
を解決するための非常な努力が必要だからであ
る。製品化決断ノードの機能はこのための推進
力の発動である。分析事例のうちの15例、65％
が、製品化プロジェクトの発足、大口顧客との
契約締結、役員会議での商品化承認、会社設立
記念製品候補に選定など、言わば「後へ引けな
い」具体的な製品化決断行為の存在を記述して
いる。これ以外のそのような行為を特に述べて
いない開発事例は開発プロジェクト自体が初め
から短期間の製品開発プロジェクトであったと
見なすことが出来た。
　決定ノード群の各要素ノードはプロジェクト
の節目毎にプロジェクトを効果的に推進するた
めのキーとなる機能を果たしていると考えられ
る。
3. 2　実行フェーズ群
3. 2. 1　開発試作フェーズ
　開発試作フェーズは開発目標と期限の設定、
基本設計・原理検証、体制整備・構築などプロ
ジェクト活動として通常考えられる活動を含む。
このうち、目標設定は必ずしもこのフェーズに
限られることはなく動機ノード、開発始動ノー
ド、開発試作フェーズのそれぞれ、またはそれ
らのすべてを通じてなされることもある。体制
の整備・構築は更に製品特化開発／量産試作
フェーズに移行した後でも続けられることもあ
る。
　開発目標の設定については、図５に示すよう
に、プロジェクト当事者が自主的に設定した事
例が全体の半数以上の約57％を占めたが、トッ
プダウンによるものも約30％あった。この数字
はむしろ意外に大きいと見るべきではなかろう
か。事例数は３例、13％と少ないが、外部・営
業・デザイン部門などプロジェクトに対して要
求を出す部門が目標を設定した例もあった。開
発目標は機能に係わるものが全体の約半数13例
あり、性能に係わるものと外形寸法・形状・重
ヒット商品を生み出した開発プロジェクトの特質
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量に係わるものがそれぞれ９例と８例であった
（図６）。外形寸法・形状・重量に係わる目標は
すべて「軽薄短小」に係わるものであり、我国
が得意としていることを象徴していると見るこ
とができる。この調査項目に関しては開発目標
が機能、性能、外形寸法・形状・重量のどれか
１つではなく、２つ、あるいは３つのすべてに
係わる事例もあるためパーセント表現はせず、
事例数のみを挙げた。
　体制の整備・構築に関連して、図７に示すよ
うに、ほぼ半数の開発事例が開発チームを編成
するに当たり、社内外から人材を補強しており、
そのうち自社内で賄った事例が８例、35％、外
部から補強した例は２例、９％であった。これ
は殆どの分析事例が人材の流動性に乏しい日本
の事例であるのでこうなったので、海外事例を
多数含めることが出来たならばもっと違う数字
なったと思われる。人材の補強を特に行なった
という記述が無いものが半数以上の13例、56％
を占めたが、これは記述が無いだけで実際には
行われていた事例もあると考えるべきであろう。
3. 2. 2　製品特化開発／量産試作フェーズ
　このフェーズに含まれるプロジェクト活動は
当該プロジェクトの成否を決める最も重要な活
動である。製品特化開発とは実現すべき製品と
その詳細な仕様（性能、形状、寸法、価格など）
を特定し、期限や目標コストを定め、その達成
に向けた開発活動である。その活動は
（ａ）当該製品の基本機能や性能を目標を100％
達成すべく一層充実し、高度化するための活
動、
（ｂ）量産の準備活動や量産試作、
（ｃ）当該製品の基本機能に係わろうと係わるま
いと、当該製品の実現には絶対に解決しなけ
ればならない課題の解決、
（ｄ）一度、量産や販売に移行した後で発生した
問題の解決、
などを含んでいる。これらの活動をここでは製
品特化技術開発と呼ぶことにする。
　製品特化技術とは著者の造語であって、英語
で言えば product-specific technology とも言うべ
きものである。技術とは、ある具体的な目的（企
業の研究開発で言えば製品）の実現に必要な総
ての作業手順を初めから終わりまで作業の順序
図６　目標の性格
図７　人材補強の有無
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に従って記述したものと言うことができる（6）（7）。
製品が少しでも異なれば少なくとも作業手順の
どれか１つは異なるはずであるから、全く同一
の技術が異なる２つの製品に適用されることは
無い。しかしそれら一連の技術のうちのいくつ
か、あるいはいくつかのグループは当該製品以
外の他の多くの製品実現にも役立つであろう。
キーテクノロジー、コアテクノロジー、基幹技
術、基盤技術などと呼ばれるもの（6）（7）（8）（9）がこれ
に当たる。これに対して当該製品の基本機能に
係わろうと係わるまいと、当該製品の実現には
絶対に期限内に解決しなければならない当該製
品に固有の技術課題も存在するはずである。「当
該製品に固有」とは、その技術課題が他の製品
群にも共通に存在するのではなく、あくまで当
該製品の実現だけに係わっている、ということ
を意味している。製品特化技術とはこのような
技術を指している。例を挙げるならば実装技術
（これは場合によっては開発プロジェクトの中心
課題であることもある）、生産技術、加工組立技
術、配線技術、接着技術、廃棄物処理技術、包
装技術、検査技術などがある。表２に調査事例
から抽出した製品特化技術開発の例を示した。
これからもわかるように、これらは「ハイテク
ノロジー」には程遠く、これらの技術課題を解
決してもそれが技術論文や学会表彰の対象にな
ることは少ないかもしれない。一見して「下ら
ない問題」、「泥臭い問題」「枝葉末節的な問題」
に見えることも少なくないであろう。しかしそ
のような技術課題を解決しなければ当該製品は
絶対に実現されず、当該プロジェクトは成功で
きないのである。そしてすべての開発プロジェ
クトにおいて人々がもっとも苦労と努力を強い
られるのは製品特化技術に係わる課題である。
　従来、研究開発論や技術経営論は専らキーテ
クノロジー、コアテクノロジー、基幹技術、基
盤技術などについて論じてきた。しかし実際に
開発プロジェクトの最終的な成否を左右する
のは製品特化技術の開発にかかわる段階である。
このことは分析に用いた資料のすべて（表１：
事例番号1－23）が物語っている。文献として現れ
ることは殆ど無いと思われるが、基本機能に係
わる技術は優れていたのに製品特化技術の開発
で躓いて製品実現に至らなかった例は少なくな
いと思われる。
3. 2. 3　生産／販売フェーズ
　生産と販売は当該開発プロジェクトの結果を
見て始まる活動であるから、通常は開発プロ
ジェクト活動の外にある活動と見ることも出来
る。しかし分析事例中、６例、26％の開発事例
が生産／販売フェーズと製品特化開発／量産試
作フェーズの間のフィードバック・サイクル的
な交流を記述している。開発成果が製品化され、
生産と販売の段階に移行して、そのまま何も問
題が起きないというのは実際には考え難い。製
品特化開発／量産試作フェーズの段階では見つ
からなかった問題が販売活動を始めてから顕在
化し、新たな製品特化技術の対象課題となるこ
とは十分あり得ることである。その観点で生産
／販売フェーズを開発活動の一部に繰り入れる
ことは意味のあることである。
Ⅳ　ストック領域
4. 1　技術蓄積ポテンシャル
　開発プロジェクトに先行する技術蓄積、開発
経験乃至は製品実績の存在や当該技術の専門家
／専門経験の存在は開発プロジェクトの始動の
可否と遂行レベルを左右するポテンシャルであ
ると考えられる。これらのポテンシャルが高け
れば／低ければプロジェクトは原則として成功
の可能性が高い／低いであろう。分析した事例
中14例、61％が当該開発課題に直接的に関係す
ヒット商品を生み出した開発プロジェクトの特質
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製品特化技術の開発事例
量産化過程でハ ドーカー ボン製造方法の変更によるサイクル寿命低下問題の解決
量産移行時のトラブル対策
デコーダ設計不良の解決
チップ発熱による絶縁層劣化と歪問題，Cuマイグレーションによる絶縁抵抗低下
問題の解決
演算性能向上要求にマルチプロセッサ機能で対応
６層基板による小型化，５層反射防止膜による液晶パネルの視認性改善，回転機
構の開発とテフロンシートを裏返しで使用することで高耐久性の実現
平坦CRTの信頼性試験，アパーチャグリル振動防止対策，第４世代MUSEデコー
ダの不具合をマイクロコントローラによる処理で解決
信頼性試験で発生した動作不良をロータの改良と歯車の再設計で対処，発電効率
を60％改善して顧客からのクレームに対応
実装装置を0.3mm間隔の実装可能に改造，アラミド繊維の温度特性の調査と製造
工程での加熱条件の変更
外装缶のコイニング加工で業者の説得，外装缶コーナー部を手作業で削って溶接
歩留まり向上
MS-Wordへの組み込みで発生した問題を専用ソフトウェアモジュールの新規開発
で処理
要請によりキーボード形状を変更
スピーカー音による画像ぶれ抑制対策，アイコンのアニメーション化
基板の外側にはみ出して実装するコネクタを部品メーカ-と共同開発，マグネシ
ウム合金加工業者の開拓，温度上昇を15℃以下に抑える放熱対策
各部品毎に数十ｍｇずつ軽量化の手段を部品メーカーと折衝，液晶パネル裏面に
薄い銅シートを張り付け液晶モジュールから発生する雑音を抑制
キャビティ部とノズル・プレートの剥離事故を製作プロセス変更で解決，インク
の目詰まりを起さないヘッド駆動法開発
感情を表現できる尻尾の動きの実現，耳の大きさの最適化とプラスティック材料
使用による打撃音低減，成長の度合いを表現するソフトウェア開発
基板内蔵液晶ディスプレイを液晶パネルメーカーと共同開発，ROMとマイコン
の間のタイミング不良をソフトウェア改良で解決，600個以上のソフトウェア不
具合解決，４種類の混在するノイズの除去
２つの容器に水を流すだけのリフレッシュ方法と濃度10％の塩水の自動生成方法
開発，下側から水をしみ込ませて塩水を作りイオン交換樹脂に流すタイプのイオ
ンチェンジャー開発，40cc±10％制御のためのバルブ開発
金型業者の協力で細型化２重パイプホース管を１回の射出で製作，ホースメー
カーに依頼してエラストマ製２重管ホースの開発試作，車輪に排気口を設置し内
部スペースを拡大したポット型デザイン
４層プリント基板を２層に設計変更，温度上昇による破裂問題解決，低歩留りと
フリーズ問題の解決
カメラ・モジュールの薄型化（10mm→5mm），CMOSセンサノイズ対策，フレキ
シブル基板の生産歩留り向上と部品実装技術
結晶成長装置ごとに成長条件をチューニング，レーザ・カプラー組立精度を３倍
向上，キンク発生問題をシックスシグマ法を適用して解決
番号 開発課題　
１ Li２次電池
２ 有機固体電界コンデンサ
３ マイクロプロセサ4004
４ 高密度実装技術SLC／FCA
５ SHマイコン
６ 液晶ビューカム
７ WEGAシリーズ
８ KINETIC
９ デジタル・ムーバP201
10 軽量角型Liイオン電池
11 ViaVoice 98
12 ポケットボード
13 T（タウ）シリーズ
14 VAIO　PCG-505
15 69g携帯電話機
16 Colorio　PM-700C
17 AIBO
18 FinePix700
19 「イオン洗浄」洗濯機
20 「排気が少ない」掃除機
21 高速メモリ「Rambus仕様DRAM」
22 カメラ付き携帯電話機
23 PS2向け光ピックアップ
表２　製品特化技術の開発事例
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る先行研究開発の存在を記述している。またそ
のような記述が無い例でも関係する先行製品は
存在している。先行研究開発も先行製品も存在
しなかった例は「高速メモリ「Rambus 仕様
DRAM」」（表１：事例番号21）１例のみである。
しかしこれはベンチャー起業の事例であり、起
業者自身は当該技術分野での十分な研究経験が
あり、また途中から開発に参加した企業も関連
分野での技術蓄積は十分有しているから、先行
研究開発や先行製品がまったく無かったと言う
ことは出来ない。先行する研究開発や製品開発
に基づく技術蓄積が皆無の状態では如何なる開
発プロジェクトを始動することは事実上不可能
と言える。Cooperらは米国企業における製品開
発プロジェクトの調査事例に基づいて、製品開
発プロジェクトを成功に至らしめるにはプロ
ジェクトに先行する活動（彼らは“homework”と
いう表現をしている）が重要であると指摘して
いる（12, 13）。彼らの言う “homework”はここで言
う技術蓄積ポテンシャルを高めるための活動と
類似の概念であると考えられる。
4. 2　資源ポテンシャル
　開発プロジェクトの遂行に当たって社内外か
らどの程度の資金的、人的、技術的支援および
製造協力を得ることが出来るかはプロジェクト
の成否にかかわる要件である。技術的支援も含
めて、これらはすべてプロジェクトへの広い意
味での資源的支援と見なすことが出来るのでこ
れを資源ポテンシャルと名付けた。資金的支援
はプロジェクト遂行上の最重要要件であるが、
調査したすべての事例が開発資金に関する記述
は含んでいないので開発資金に関する分析は
行っていない。開発試作フェーズの項で言及し
た人材スカウトに関する統計結果も当該プロ
ジェクトについての社内外からの人的支援に関
する資源ポテンシャルを反映したものと見るこ
とが出来る。
　開発の遂行に当たって研究所や他の事業部門
からの技術協力に関する記述があるのは意外に
少なく７例（重複カウントあり）に過ぎない。一
般に技術協力はそれを求める側のニーズと技術
協力を提供する側のシーズが同時刻的に一致し
た場合にのみ成り立つ話であるから、事例数が
少ないことは意外とするには当たらない。技術
協力が有効に頻繁に行われるためにはあらゆる
可能性に対応できる技術シーズや知識の蓄積が
必要であり、それは不断の研究活動によって培
われると言わなければならない。一方、他の企
業の協力が重要な枠割を果たした事例は 10例、
44％あった。それらの企業の業種は素材企業、部
品企業、加工企業と多岐にわたっている。他の
企業の協力は多くの事例が製品特化開発／量産
試作フェーズにおいてである。製品特化技術課
題の多くが当該開発課題の基本機能に係わるも
のよりは周辺的機能／課題に係わるものである
ことを考えればこれはむしろ当然の結果である。
　調査した分析事例には現れなかったが、他の
企業とのアライアンスや連携、大学や独立法人
研究所からの技術移転・技術支援なども資源ポ
テンシャルに含まれるべき項目である。
　資源ポテンシャルは言い換えれば社内ソーシ
ングとアウトソーシングのポテンシャルである
と言うことができる。
4. 3　顧客ポテンシャル
　開発プロジェクトの成否は最終的には開発製
品が発売後どれだけ売れたかによる。技術的に
如何に革新的な製品であってもそれを市場に出
して売れなければ開発した意味が無い。しかし
一方で開発製品が革新的であればあるほど顧客
獲得にそれだけ努力を払わなければ製品は売れ
ない。このような観点から開発が終了してから
顧客を開拓するのではなく、開発の途中から顧
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客を開拓し、または顧客を獲得することはプロ
ジェクトを成功に導くための要件と考えられる。
　調査によれば23例の調査事例中の６例、比率
にして26％の事例がプロジェクトの途中におけ
る社内または社外からの大口顧客の出現を述べ
ている。これに該当しない17例中の16例におい
ても、開発成果を受け取る部門は前以って確定
していたか、あるいは開発成果によって置き換
わられるべき先行製品が存在していたことを述
べている。開発製品がその企業にとって全く新
しいタイプの製品であり、かつ実際に発売して
みるまで売行きの予想が立たなかった事例は
ペット型ロボット（ＡＩＢＯ）（表１：事例番号17）
１例のみである。
　大口顧客の存在またはその可能性の有無は当
該プロジェクトの遂行のための大きなポテン
シャル要因であると考えるべきである。
　顧客ポテンシャルはよく言われる市場ポテン
シャルとは意味が異なる。市場ポテンシャルと
言った場合は顧客は特定せずに潜在市場の大き
さをさす場合が多いと考えられる。しかし例え
潜在市場が大きくても具体的な顧客を捉えない
ことには商品は売れない。ここで言う顧客ポテ
ンシャルとは開発プロジェクトの遂行の過程で
どの程度顧客が特定出来ているかを問題にして
いる。
Ⅴ　プロジェクト全体に係わる事柄
5. 1　開発期間
　分析した事例においてプロジェクト終了時点
については開発製品の市場投入時点とすること
でほぼ特定できるが開始時点については曖昧さ
が残る。開発始動ノードに当たる記述が明確な
ものはその時点をもってプロジェクト開始とみ
なし、そうでないものについては実質的にプロ
ジェクト活動が始まったと見られる時点を持っ
てプロジェクト開始とみなした。このようにし
て求めた開発期間は１年未満から10年以上まで
広い範囲に分布するが、そのうちの約40％の10
例が１～２年と２～３年である（図８）。開発は
短期間の集中活動であることが読み取れる。
Nelsonは、製品開発プロジェクトのマネジメン
トに後述するステージ・ゲート・プロセスを導
入した多くの米国企業において、最も効果が
あったことは開発期間が平均24ヶ月に短縮され
たことであると報告している（17）。成功した製品
開発プロジェクトの開発期間が日米共に２年前
後であることは興味深い。
5. 2　開発課題の性格
　「開発課題は先行自社製品・技術の改良・発展
である」というものは19例、83％、「開発課題は
従来にない新製品・新技術を創造した」という
ものは４例、17％である（図９）。この比率はエ
図８　開発期間
図９　開発課題の性格
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レクトロニクス企業における「現事業の発展」と
「新事業の創出」に向けての研究開発費比率の反
映と見ることもできる。
5. 3　強い意志の持ち主の存在
　分析した 23例の事例のうちの 17例、74％が
●「自分の意見は変えない」、
●「人の話を聞かない」、
●「有名な頑固者」、
●「できないと言い出せばどう説得しても納得
しない」
などの言葉で表現されるような強い意志の持ち
主が存在し、そのような人物がプロジェクトの
節目において「これだけは譲れない」という主
張や要求を押し通すことでプロジェクトの遂行
上で重要な枠割を果たしたことを記述している。
このような強い意志の持ち主は必ずしもトップ
マネジメントやプロジェクトリーダーに限られ
るわけではなく、部長や担当者本人あるいはサ
ポート部門の人であることもある。開発プロ
ジェクトにおけるこのようなタイプの人物の存
在はアンケート調査（10）などからは中々浮かび
上がって来ず、むしろここで取り上げた開発事
例報告のようなタイプの記事の方が有効である。
5. 4　競争的平行開発テーマの存在と競争的開発
プロジェクトの並存
　23例中の７例、比率にして30％の事例が競争
的平行開発テーマの存在と競争的開発プロジェ
クトの並存を挙げている。この比率は米国に比
べれば低いかも知れないが、日本の企業では競
争的開発が行なわれていないという意見に対す
る反証にはなるであろう。
Ⅵ　討　論
　本研究の結果はいずれも経験的には多くの
人々が以前から意識していたことであり、本研
究はそのような漠然とした経験的意識を実例に
よって確認したと言える。
　製品特化技術は本研究において提唱された概
念であり、共通基礎技術、コア技術、キー技術
などと言う概念とは対極にある概念である。製
品特化技術は従来の研究開発論やプロジェク
ト・マネジメントの議論では殆んど注目されず、
内容的にも決して華やかなものではないが、実
際には製品特化技術開発の成否がプロジェクト
の成否を握っていることが明らかになった。前
にも述べたように個別の製品特化技術課題は該
当する開発製品に固有の一見些末的な課題に過
ぎない。しかし、いくつかの製品開発プロジェ
クトを次々と遂行する過程でそれらの製品に固
有の製品特化技術課題を一つ一つ解決して行く
ことによって、そこから新しい一つのコア技術、
基盤技術が生まれてくることは十分期待できる
し、またそうでなければならない。製品特化技
術を軽視せず、それを如何に新しいコア技術や
基盤技術に育て上げるかは技術経営上の重要課
題である。
　ここで導かれた研究開発フロー＆ストック・
ダイヤグラムは構造的にはKlineの結合連鎖モデ
ルと軌を一にするものであるが、後者が実証
データの裏付けに乏しいのに対して本モデルは
実証データに基づいて開発の各過程の中身をよ
り具体的に記述した点で大きな違いがある。ま
た意思決定に関する事柄が含まれていないのは
結合連鎖モデルの欠点と言える。更に研究開発
フロー＆ストック・ダイヤグラムは、結合連鎖
モデルでは単に「研究」とだけ記述されている
ブロックが実際には資源ポテンシャルや顧客ポ
テンシャルのような研究開発以外の重要要件を
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含んでいることを考慮している。
　製品開発プロセスのマネジメント・ツールと
してCooperによって提唱されたステージ・ゲー
ト・プロセス（17）が最近注目を集め、多くの企業
がそれぞれの事情にあった形に改変して採用し
ている（12, 13, 14, 15）。ステージ・ゲート・プロセスで
は製品開発プロセスを図10に示すようにゲート
とステージの組合せの連鎖で表現し、あるス
テージでの成果はそれに続くゲートで審査され、
「移行可」となった場合には次のステージに進め
るが、「移行非」となった場合にはそこでプロ
ジェクトは中止しなくてはならない。本論文で
提唱する研究開発フロー＆ストック・ダイヤグ
ラムはステージ・ゲート・プロセスとは独立に
導かれたものであり、両者の間に直接的対応関
係はない。しかし両者（図３と図 10）を仔細に
眺めると、厳密に１対１ではなく、前後関係も
一致しないが下に示したような相互関係を見る
ことも可能である：
図10　ステージ・ゲート・プロセス（15）
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　ステージ・ゲート・プロセスは如何にして製
品開発プロジェクトを成功に至らしめるか、ま
た如何にして製品開発プロジェクトの問題点を
早めに見出して失敗に終わる前に中止させるか
のためのマネジメント・ツールであって、製品
開発過程乃至は技術革新過程のモデルではない。
それ故にNelsonによって批判されている（16）よう
に、技術と事業機会とのつながりや技術革新を
成功させる諸要因に関しては余り注意が払われ
ておらず、想定されているプロジェクトはしば
しば既存製品の拡張以上のものではない。また
図10からもわかるようにプロジェクトを線形過
程と見ている。言い換えればステージ・ゲート・
プロセスは図１（ｂ）の結合連鎖モデルの開発
過程のそれぞれをステージと見なし、それらの
間にゲートを挿入したものと見ることができる。
しかしプロセスは始めから終わりまで一様に流
れるものとして扱われ、後のステージから前の
ステージへのフィードバックは考慮されていな
い。また各ゲートの役割については詳細に記述
しているが、各ステージの内容に関して記述は
十分ではない。連鎖結合モデルにおける研究の
役割や研究開発フロー＆ストック・ダイヤグラ
ムにおける各ポテンシャルの役割に対応する記
述は各ゲートでの判定基準の一部に含まれては
いるが十分ではない。
　ステージ・ゲート・プロセスは放置すれば不
成功に終わるであろうプロジェクトを中途で振
るい落とし、再挑戦の機会を与えることに重点
を置いており、複数のゲートキーパーによる各
ゲートでの審査は減点主義的である。またそこ
での審査はその段階でのデータに基づいて所定
の審査基準に沿って行われるから、下された判
定には大きな間違いは少ないであろう。しかし
それだけに、研究開発フロー＆ストック・ダイ
ヤグラムにおける決定ノード群のようにプロ
ジェクトの将来を左右する重要な意思決定の機
能は期待できないように思われる。何故ならそ
のような重要な意思決定は大抵の場合特定の個
人による「創造的」な意思決定と見ることがで
きるからである。本研究の対象となった事例は
ステージ・ゲート・プロセスでは振るい落とさ
れる可能性が高いのではなかろうか。
　本論文における研究開発フロー＆ストック・
ダイヤグラムは成功した製品開発プロジェクト
の特質を記述するモデルとして導かれたもので
ある。そして、現に動いている、これから始め
ようとする、または既に終了した製品開発プロ
ジェクトについて、研究開発フロー＆ストック・
ダイヤグラムと比較対照することにより、その
プロジェクトにおいて「このプロジェクトが上
手く行っていないのは何処に問題があるため
か」、「このプロジェクトを成功させるためには
何処に注意を払わねばならないか」、「このプロ
ジェクトが成功した真の原因は何であったか」
などをより明確に記述できると期待できる。ス
テージ・ゲート・プロセスはプロジェクト・マ
ネジメントのための枠組みを提供するが、プロ
ジェクト活動（各ステージ）の内容には深くは
立ち入らない。一方、 研究開発フロー＆ストッ
ク・ダイヤグラムは枠組みというよりはプロ
ジェクト活動の内容に重点を置いており、開発
過程のモデル乃至は範型としてプロジェクトの
理解のみならず、その企画・設計や事前・中間・
事後評価のツールとしても有効ではないかと思
われる。研究開発フロー＆ストック・ダイヤグ
ラムとステージ・ゲート・プロセスとは相補的
な関係にあるということができる。
　始めに述べたように調査事例はヒット商品の
開発に関するものであり、ルーチン的に行われ
ている製品開発は扱っていない。しかしヒット
商品であろうとルーチン的開発であろうと、開
発過程の本質に違いは無いはずであるから、本
論文で解明された事柄は広く開発過程一般につ
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いて適用されると考える。
　本研究に用いた事例はエレクトロニクス企業
の事例であり、かつ大部分がハードウェアに関
し、すべて1980年代後半から2000年までの開発
事例であるので、ここでの結論をその範囲を越
えて拡張することには慎重であるべきであろう。
Ⅶ　ま  と  め
　日経エレクトロニクス誌の連載記事「開発ス
トーリ」および「Tech Tales」に取り上げられた
23編の事例を題材として、我国エレクトロニク
ス企業における開発過程を分析し、それらを記
述するモデル乃至は範型として図２に示したよ
うな研究開発フロー＆ストック・ダイヤグラム
を導いた。また以下の統計的結果を得た：
（１）市場劣勢挽回／売行き飽和打開が開発プロ
ジェクトを始めるに至った非常に強い動機と
なっている例が多い。しかしプロジェクトが
実際に始動するためには動機の存在だけでは
不十分であって、プロジェクト始動のための
何らかの具体的な意思決定行為が必要であ
る。
（２）開発プロジェクトが実際の製品発売に至る
ためには、更に何らかの製品化決断のための
意思決定行為が必要である。
（３）当該製品に固有で、かつその実現には絶対
に期限内に解決しなければならない課題に係
わる製品特化技術（p r o d u c t - s p e c i f i c
technology）開発を如何に完遂できるかがプロ
ジェクトの成否の鍵を握っている。
（４）開発課題の83％は先行自社製品の改良・発
展にかかわるものである。
（５）61％の事例が当該開発課題に先行する研究
開発の存在を述べており、それ以外の事例に
おいても先行製品の存在を述べている。
（６）約40％の事例が１～３年の開発期間である。
（７）26％の事例がプロジェクト途中における大
口顧客の出現を述べており、それ以外の事例
についても殆どが開発成果を受け取る部門が
前以って確定していた。
（８）比率は 30％と多くはないが社内で複数の
チームによる競争的開発が行なわれていた。
（９）74％の事例が「強い意志の持ち主」の存在
とその人物が果たした重要な役割を挙げてい
る。但し、この人物は必ずしもリーダーとは
限らない。
（10）研究開発フロー＆ストック・ダイヤグラム
とステージ・ゲート・プロセスとの相互関係
について考察した。
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機構常務理事・研究所長。独立行政法人産業技術
総合研究所客員研究員（超高速フォトニクス）。
2003年４月から多摩大学大学院客員教授。　
著書に「「研究」と「開発」を考える」（ＮＥＣメ
ディアプロダクツ）、「光技術と情報化社会」（ＮＥ
Ｃメディアプロダクツ）、「超高速光デバイス」（共
立出版）など。
